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Ⅰ はじめに

今から１６年前、平成７年に発生した阪神・淡路大震災は、日本の市民活動

が発展を遂げる契機となった。

災害ボランティア活動1は広く認知され、被災地の復旧・復興に欠かすことの

できない重要な役割を担うとともに、「特定非営利活動促進法」（平成１０年）

の成立によって、市民活動がより活発に行われるための制度が構築された。

そして、今、平成２３年に発生した東日本大震災や台風１２号災害は、広範

囲に甚大な被害を及ぼし、被災地各地では、復旧・復興のための取組が盛んに

行われ、災害ボランティアやＮＰＯ2の活動もその中で重要な役割を担っている。

しかし、災害ボランティア活動が広く認知されるようになる一方で、活動資

金等に関する環境整備は進んでいない。

三重県においても、「三重県地域防災計画」に、災害ボランティア活動が円滑

かつ効果的に行われるための活動環境整備の必要性について記載しているが、

その具体的な検討は十分行われてきていないのが現状である。

また、平常時からの社会的課題がより顕在化・深刻化する災害時においては、

ＮＰＯの専門性や機動力を生かした支援活動が効果的であるが、そのためには、

普段からさまざまな分野のＮＰＯが、社会課題解決のために活発に活動を行っ

ている必要がある。

これに対しては、平成２３年度寄附税制改正等によってＮＰＯの活動環境の

整備が行われてはいるものの、依然として、ＮＰＯの特性が社会課題解決のた

めに十分に生かされる仕組みが構築されているとはいえない。

以上のことから、三重県においては、平成２３年８月に「三重県災害ボラン

ティア支援・ＮＰＯ活動促進基金（仮称）検討委員会」を設置し、以下のとお

り、災害ボランティア活動やＮＰＯ活動に対する支援のあり方や活動資金等に

関する環境整備のための基金創設について検討を行った。

ここに、その検討結果を報告する。

1 「災害ボランティア活動」

被災地の復旧・復興のため、自主的・自発的に行われるボランティア活動のことを指し、瓦礫

撤去や炊き出し等の一般的な活動だけでなく、さまざまな分野のＮＰＯが専門性を生かして展開

する支援活動も含む。

2 「ＮＰＯ」

市民活動団体・ボランティア団体等社会的な課題を解決するために活動する民間非営利団体で、

法人格の有無、種類を問わない。
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Ⅱ 現状と課題

１．災害ボランティア活動支援について

災害ボランティア活動は、平成７年阪神・淡路大震災の発生を契機に広がり、

以降各地の被災地で様々な活動が取り組まれ、その復旧・復興に大きな役割を

果たすようになった。

そして、東日本大震災や平成２３年台風１２号災害では、瓦礫撤去や炊き出

しといった活動だけでなく、多言語情報提供や心のケアなど、さまざまな分野

のＮＰＯが、専門性や機動力を生かした支援活動を展開しており、その支援の

あり方は多様化している。

このように、災害時においては、ボランティアやＮＰＯによる多面的な支援

活動が効果的であり、その活動を支えるための資金に関する環境整備が必要と

なる。

（１）災害時におけるＮＰＯの活動

○ 災害時には、普段から専門的に活動を行っているさまざまな分野（多言語

情報提供・心のケア・学習支援等）のＮＰＯも、復旧・復興において重要

な役割を担っている。

○ 例えば、外国人住民に対する適切な情報提供、被災者の心のケアのために

行われる傾聴ボランティア活動、また、子ども達への学習支援などの取組

が実際に行われており、これらはＮＰＯの専門性や機動力が生かされた活

動となっている。

○ しかし、現状では、こういったＮＰＯの特性が十分に生かされているとは

いえない。これについては、ＮＰＯ自身が、災害時にどのようにして普段

からの活動を生かすことができるのかを十分に認識していないことが一

つの要因として考えられる。また、活動に必要な資金が十分に確保できな

いために、復旧期から復興期にかけての継続的な支援活動を展開できない

ことも要因として挙げられる。
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（２）災害ボランティアセンター3

○ 災害時には、災害ボランティアを効果的に受け入れるため、災害ボランテ

ィアセンター等の受入体制を構築することが一般的となり、東日本大震災

においても、災害ボランティア活動が円滑に行われるための機能として重

要な役割を担い、多くの被災地で設置されている。

○ 東日本大震災においては、岩手、宮城、福島の東北３県で計７１センター

（平成２３年１１月８日現在 全国社会福祉協議会ＨＰ）が設置され、こ

の東北３県の災害ボランティアセンターを通してボランティア活動に従

事した人数は、のべ８２万３,３０００人となっている。（平成２３年１０

月３０日現在 全国社会福祉協議会ＨＰ）

○ 災害ボランティアの受入や活動に対する支援については、県及び県内各市

町の「地域防災計画」に記載されており、上記のように、多くの災害ボラ

ンティア活動が行われている現状があるものの、実際に機能させるための

検討は十分でなく、環境整備についても進んでいない。

○ なお、東海・東南海・南海地震や大型の台風等による災害の発生が懸念さ

れている三重県においては、地域防災計画の中で、災害ボランティア活動

の環境整備の必要性や「みえ災害ボランティア支援センター」について記

載している。

○ 「みえ災害ボランティア支援センター」は、三重県と民間のボランティア

関係組織等と官民協働により運営され、災害時に、広域の災害ボランティ

アセンターとして、災害ボランティア活動が円滑に行われるよう支援活動

を行う組織である。

○ 過去の災害でも、情報の受発信やボランティアへの交通手段の提供（ボラ

ンティアバスの運行）など様々な支援活動を行ってきたが、災害時の活動

に要する資金等については、検討が進んでおらず、災害時の迅速で円滑な

センター設置・運営に関して課題を有している。

3 「災害ボランティアセンター」

災害時にボランティアの受入れや被災者のニーズの把握などを行う拠点機能のことを指す。

（『防災ボランティア活動に関する論点集

～よりよい活動環境に向けてみんなで考えよう～』 内閣府 ２０１１）
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（３）災害ボランティア活動のためのネットワーク

○ （１）のように、災害時にはさまざまな分野のＮＰＯによる活動が重要と

なるが、ＮＰＯが効果的な支援活動を行うためには、広域的かつさまざま

な主体によって形成されるネットワークを構築することが必要である。

○ また、そのネットワークを通じて、連携を取りながら活動を展開すること

で、災害ボランティアセンターだけでは受け入れることが困難な県内・外

の専門的な知識やノウハウを有したＮＰＯの受入を行うことができる。

（４）災害ボランティア活動支援の基金について

○ 災害ボランティア活動を対象とした基金が、いくつかの地方自治体や都道

府県社会福祉協議会等に設置されており、新潟県や福井県などでは、災害

に備えた平常時からの取組も含めて、災害ボランティア活動を支援するた

めに活用されている。
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２．ＮＰＯ活動促進について

平成１０年に「特定非営利活動促進法」が成立し、ＮＰＯ法人制度が整備さ

れた。また、平成１３年には、一定の税制上の特例措置を受けることができる

認定ＮＰＯ法人制度が整備され、ＮＰＯ法人の活動をより支援する仕組みが構

築された。

そして、現在では、ＮＰＯは公的領域の新たな担い手として、また、多様化

する社会的ニーズに応えることができる主体としても広く認知され、さらなる

活躍が期待されている。

しかし、ＮＰＯは、その活動の有益性は広く認知されているものの、事務局

体制や財政規模などの活動基盤が脆弱であることが一つの課題となっている。

また、ＮＰＯの自発性・自立性は尊重しつつも、さらに効果的に社会課題を

解決するためには、ＮＰＯがさまざまな主体と連携・協働する取組を広めてい

く必要がある。

（１）ＮＰＯの状況

○ 三重県内の市民活動団体数（法人格の有無は問わない）は、２,４３０団

体（平成２３年３月３１日現在, 市民活動団体情報検索システムＭナビ参

照）を超えている。また、ＮＰＯ法人数については、現在までに全国で４

万法人を超え、三重県内においても、５７０を超える法人が活動を行って

いる。（平成２３年１０月３１日現在）

○ なお、県内のＮＰＯ法人数は右肩上がりで増加しているものの、財政規模

が小さく、ＮＰＯ法人の活動基盤は脆弱であるといえ、全国的にも同様の

傾向がみられる。

○ こういった現状をうけ、国においては、ＮＰＯの活動環境をさらに税制

面・ソフト面から支援するため、平成２３年度税制改正による寄附税制の

拡充や「新しい公共支援事業4」（内閣府）が実施されている。

4 「新しい公共支援事業」

「新しい公共」の拡大と定着を図るため、各都道府県に交付金を配分し、各都道府県に設置す

る基金を用いて、ＮＰＯ等の活動基盤整備や寄附募集の支援等を行うことにより、「新しい公共」

の担い手となるＮＰＯ等の自立的活動を後押しするとともに、ＮＰＯ、地方公共団体、企業等が

協働する取組を支援する。
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（２）協働の推進

○ 多様化する社会ニーズに対応するためには、ＮＰＯが自発的・自立的に課

題解決に取り組むとともに、行政や企業などのさまざまな主体と連携・協

働し、互いの強みを活かして補完し合うことで、より多くの課題解決につ

なげることができる。

○ また、ＮＰＯの視点から、さまざまな主体に連携・協働する取組を呼びか

けることにより、従来の枠組みに捉われることなく、課題解決に必要な取

り組みを柔軟な発想から検討し、展開することができる。

○ さらに、協働の実践を通じて、それぞれの主体が持つ専門性やノウハウ・

スキルなどを互いに提供し合うことにより、他の主体の強みを学ぶ機会と

なり、互いに力を高め合うことにつながる。

○ 三重県では、全国に先駆け、ＮＰＯと行政の協働を進めるための仕組みと

して、ＮＰＯから行政に対して協働事業を提案する制度を実施し、平成１

５年度から平成２２年度までで１６件の提案を採択する等、協働の取組を

進めてきた。

○ しかし、ＮＰＯと行政や企業などのさまざまな主体が、連携・協働して社

会づくりを進める必要性の認識は広がりつつあるものの、そのための仕組

みや基盤は依然として十分ではなく、実践が進んでいるとはいえない。

（３）ＮＰＯ活動支援の基金について

○ ＮＰＯ活動を対象とした基金は、地方自治体、都道府県社会福祉協議会、

ＮＰＯ法人等によって創設されている。

○ また、こういった基金による支援メニューについては、基金規模や設置主

体によって異なるが、団体や分野を希望して寄附される資金を用いたＮＰ

Ｏの活動支援やＮＰＯと県との協働事業への支援に活用されている事例

がある。
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Ⅲ 取組方向

「Ⅱ 現状と課題」を踏まえ、以下のような取組を実施していく必要がある

と考えられる。

１． 災害ボランティア活動支援について

○ 災害時の復旧・復興期における多様なニーズに対応するため、災害時に継

続的に支援活動を行うことができるＮＰＯに対して迅速に資金支援を行

う。

○ 円滑かつ迅速にボランティア活動が行われるよう、災害時に、みえ災害ボ

ランティア支援センターの設置・運営に対して資金支援を行う。

○ 災害時における災害ボランティアやＮＰＯの円滑な受入と効果的な支援

活動のために、平常時から、災害ボランティア活動を行うさまざまな主体

によって形成される広域的なネットワークを構築する。

２． ＮＰＯ活動促進について

○ ＮＰＯの自発性・自立性は尊重しつつも、地域の社会的課題を解決するた

めに、ＮＰＯとさまざまな主体が連携・協働して取り組む活動を広めてい

く。
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Ⅳ 基金創設のための視点

「Ⅲ 取組方向」を踏まえ、発生の予期できない災害に備えて資金を確保して

おくとともに、安定的・継続的に、平常時のネットワーク構築やＮＰＯによる

社会課題解決の取組を促進するためには、基金を造成して支援していくことが

重要である。

また、災害時には、平常時の社会課題がより顕在化・深刻化することから、

平常時からさまざまな分野のＮＰＯの底上げを図ることが、地域の防災力向上

にも繋がると考えられ、そのためには、災害ボランティア活動支援とＮＰＯ活

動促進の両面を支援する基金を創設することが効果的である。

１．基金の運用について

（１）運営主体

○ 災害ボランティア活動支援とＮＰＯ活動促進の２つの目的を、相乗効果を

もたせながら達成するためには、県への設置がもっとも適切である。

（２）財源

○ 県費で基金を造成して財源とする。

○ また、県民や企業等からの寄附も受け入れて財源とする。

（３）運用方法

○ 東海・東南海・南海地震の発生が想定される２５～３０年間を目安に、毎

年一定額を取り崩して支援に充てることが望ましい。なお、長期的に基金

運用するにあたっては、制度設計等について、柔軟な対応ができるよう配

慮する必要がある。

○ 平常時での運用については、「災害に備えた取組」と「ＮＰＯ活動促進の

取組」に充てる。

○ 災害時には、基金の一定額を取り崩して、災害ボランティア活動支援に充

てる。

○ 基金における事業の選定や制度構築は、行政だけの判断ではなく、民間の

柔軟な考え方を導入するため、以下の役割で、委員会を設置する。
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・「運営委員会（仮称）」：時代や状況に応じた制度設計を検討する。

・「選定委員会（仮称）」：ＮＰＯ活動促進に関する事業選定等を行う。

・「災害専門委員会（仮称）」：災害時の取崩しの検討や災害ボランティア活

動支援に関する事業選定等を行う。

２．支援メニューについて

（１）災害ボランティア活動支援

【災害時】

① 災害時ＮＰＯ活動支援事業（仮称）

（趣旨・目的）

・災害時に必要とされる災害ボランティア活動を想定し、災害時に活動

を行うことができるさまざまな分野のＮＰＯと県が平常時から協定を

結ぶことで、災害時に生じる多様なニーズに対して、迅速かつ継続的

に応えることを目的とする。

・なお、大規模な災害が発生し、長期的に支援活動を行う必要がある場

合については、協定を締結したＮＰＯ以外のＮＰＯについても、資金

支援を行う。

（事業概要）

・災害時における継続的な災害ボランティア活動を可能にするため、そ

の復旧・復興期において継続的に有益な活動を行うことができるＮＰ

Ｏと県が事前に協定を結び、災害時に迅速な資金支援を行う。

（事業効果）

・ＮＰＯによって、あらゆる分野での多様な支援活動が展開される。

・普段からの活動で培った専門性やノウハウを生かして、行政だけでは

見逃しがちとなるニーズに対応することができる。

② みえ災害ボランティア支援センター事業（仮称）

（趣旨・目的）

・広域的な災害ボランティアセンターで、災害ボランティア活動の後方

支援を行う「みえ災害ボランティア支援センター」に資金支援するこ

とにより、全県的なバックアップ体制を整備することを目的とする。
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（事業概要）

・災害時に、三重県と民間のボランティア関係組織等と協働で設置・運

営される「みえ災害ボランティア支援センター」の活動に対して、迅

速に資金支援を行う。

（事業効果）

・「みえ災害ボランティア支援センター」が安定した活動基盤をもって支

援活動を展開することで、人材・物資・情報など県内各地域の災害ボ

ランティアセンターに対する間接的な支援を行う。

【平常時】

③ 災害ボランティアネットワーク構築事業（仮称）

（趣旨・目的）

・災害時における災害ボランティアやＮＰＯの円滑な受入とさまざまな

主体による効果的な支援活動のために、平常時から、広域的でさまざ

まな主体によって形成されるネットワークの構築を行うことを目的と

する。

（事業概要）

・災害ボランティア活動に関する調査や、災害ボランティア受入訓練や

研修会等を通じて、平常時から、広域的でさまざまな主体によって形

成されるネットワークを構築し、発展させていく。

（事業効果）

・災害時に、ＮＰＯが迅速かつ効果的に支援活動を実施できる。

・ネットワークを構築することで、災害時に、さまざまな分野のＮＰＯ

を受け入れ、支援へと繋ぐ。

・県内各地域で、災害ボランティアセンターのあり方や資金確保等の環

境整備についての検討を促す。
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（２）ＮＰＯ活動促進

④ ＮＰＯ活動促進事業（仮称）

（趣旨・目的）

・ＮＰＯの自立的な活動は尊重しつつも、ＮＰＯとさまざまな主体が連

携・協働して地域の諸課題の解決に取り組む活動を発展させていくこ

とを目的とする。

（事業概要）

・ＮＰＯの視点から、ＮＰＯとさまざまな主体が連携・協働して地域の

諸課題の解決に取り組む事業企画を募集する。

（事業効果）

・ＮＰＯが、さまざまな主体を巻き込みながら事業を実施することで、

より効果的に社会課題解決のための活動を行うことができる。

３．今後について

これらのことのほか、以下のような基金運用等に関する具体的な事項につい

ては、平成２４年度中に検討を行う。

○ 基金への寄附を促進するための仕組み

○ 協定締結の仕組み
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（参考）検討委員会

（１）概要

災害時における災害ボランティア活動を迅速に支援するとともに、平常

時におけるＮＰＯの活動を促進するため、「三重県災害ボランティア支

援・ＮＰＯ活動促進基金（仮称）」の設置およびその運用について検討する。

（２）検討委員

委員長 石阪 督規 三重大学人文学部准教授

副委員長 山本 康史 特定非営利活動法人 みえ防災市民会議 議長

委 員 椎野 修平 神奈川県二宮町商工会 事務局長

委 員 筒井 真 株式会社三重銀総研 副社長

委 員 山崎 和彦 社会福祉法人 三重県社会福祉協議会 主査

（順不同・敬称略）

（３）開催結果

○ 第１回検討委員会（平成２３年８月１７日 水曜日）

・検討委員会の概要について

・新潟災害ボランティア基金の事例について

※ 稲垣 文彦氏

（社団法人中越防災安全推進機構 復興デザインセンター長）

・災害ボランティア活動支援、ＮＰＯ活動促進に関する課題の抽出

○ 第２回検討委員会（平成２３年９月 ９日 金曜日）

・三重県災害ボランティア受入体制整備計画について

・災害ボランティア活動支援、ＮＰＯ活動促進に関する意見交換

○ 第３回検討委員会（平成２３年９月１４日 水曜日）

・災害ボランティア活動支援、ＮＰＯ活動促進に関する意見交換

○ 第４回検討委員会（平成２３年１０月１２日 水曜日）

・基金制度のあり方に関する検討

○ 第５回検討委員会（平成２３年１１月 ４日 金曜日）

・まとめ
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